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館大学所蔵の産業連関データと

立命館大学学内での産業連関表所

テキストデータからエクセル形式

米国産業連関表を作成するための

枠組み

況

その利用方法

蔵状況

への置換作業

作業

産業連関表

の手による最

の生産活動お

（ ）および

初の産業連関表は 年には

よび消費活動を通じた相互依

１．課 題

産業連関分析は

じめて提示された。産業連

存関係を把握するために，

により開発され，彼

関表は，一般に産業部門間

広く研究者や官公庁エコノ

ミストにより

済活動による

用いられてい

年からは

ている。ま

済産業省）お

公表されてい

経済分析の道具として用いら

環境への影響の推計や政府の

る。日本でも通産省と経済企

諸省庁の共同作業によって５

た５年ごとのベンチマーク表

よび異時点の産業連関表を実

る。これらの全国表以外にも

れてきた。現在では世界各

公共事業による国民経済へ

画庁がそれぞれ独自に作成

年ごとにベンチマーク全国

をもとにして，それ以外の年

質化して比較可能にした「接

，経済産業省が全国９地域

国で作成され，例えば，経

の波及効果などの推計等に

した 年表を嚆矢として，

表が作成され，現在に至っ

についての「延長表」（経

続表」（総務省）が作成・

についての「地域内表」お

よび「地域間

市の産業連関

本と外国の産

立命館大学

り，少なくな

では多くの官

表」を作成・公表しており，

表を作成・公表している。さ

業連関表を連結した国際産業

図書館では従来から主として

い学生や教員によって研究及

公庁統計が，従来の紙媒体と

また，各都道府県および政

らに経済産業省およびアジ

連関表が作成・公表されて

書籍体で産業連関表データ

び学習目的で利用されてき

併せて電子媒体でも公表さ

令指定都市もそれぞれ県・

ア経済研究所によって，日

いる。

が収集・所蔵されてきてお

た。しかし周知の通り最近

れるようになってきており，

（ ）



産業連関表につ

については例

ページか

立命館経済

いても例外ではない。産業部

外的に，総務省統計局（ベン

らダウンロード可能であるが

学（第 巻・第６号）

門数を 部門に統合縮約

チマーク表および接続表）や経

，多くは などの電

した統合大分類連関表

済産業省（延長表）の

子媒体の形で有料で提

供されている。

間電子媒体によ

額とはいえない

されているとは

って「行コード

ィジタル・デー

る産業連関デー

このような動向に対応して立

る産業連関表データの購入・

費用で購入したこれらのデー

いえないだけでなく，これ

，列コード，当該データ」の

タ操作技術が必要となる。こ

タの利用の促進の見地から，

命館大学でも，次章で詳細に

所蔵に努めてきている。しか

タの存在自体がなお学内の学

らのデータが 形式では

形で記述されているため，利

れらの状況をふまえて本稿で

本学における産業連関データ

紹介するように，この

しながら，必ずしも少

生・教員に十分に周知

なくテキスト形式によ

用に際しては一定のデ

は，立命館大学におけ

の所蔵状況を概観し，

同データの操作

する。

産業連

現代の経済活

技術を解説し，併せて産業連

２．産業連関表と産

関表の読み方

動は広汎な社会的分業のネッ

関分析の一端を紹介してその

業連関分析の基本的枠組み

トワークを通して行われてい

意義を説明することと

る。たとえば，電力を

生産するのに機

動は相互依存の

越えて展開され

る。一般に産業

依存関係を把握

の把握は容易に

縦方向は当該

械が必要であり，機械を生産

関係の中で行われている。し

ている。こうした相互依存関

部門が多くなればなるほど，

することは困難になるが，以

なる。

部門の費用構成（中間投入＋

するのに電力が必要であるよ

かも現代では，このような相

係を，産業の次元で表現した

産業部門間の生産活動および

下のようなマトリックス形式

粗付加価値＝粗生産額）を，横

うに，すべての経済活

互依存の関係が国境を

ものが産業連関表であ

消費活動を通じた相互

に図示することで，そ

方向は需要構成（中間需

要＋最終需要－輸

業 （自部門）

を使って総計

入＝粗生産額）を示している

から ，産業 から を購入

の生産を行うことが示され

。つまりこの表を縦に読むと

して原材料や部品等として用

ている。付加価値は，雇用者

，たとえば産業 は産

い，固定設備と労働力

所得と営業余剰利潤お

（ ）
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よび減価償

（ ）と

この表を今

産業連関ディジタル・デ

却などに分割される。各部門

呼ばれ，これに付加価値を合

度は横に読むと，たとえば

ータの所蔵状況と利用方法（橋本・

から購入した原材料や部品

計したものが総産出額とな

産業 の生産物（ただし，輸入

山田）

などの合計は使用者費用

る。

品も含んでいる）が，自部

門に ，産

輸出などの最

輸入品を合わ

て生産・販売

産業

このような

業 に 販売され（これは中間

終需要にそれぞれ ， ，

せた総販売額 （＝総需要

されたものとなり，これが縦

連関分析の基礎

産業連関表の詳しいデータを

需要と呼ばれる），さらに，民

販売されることを示してい

額）から輸入 を差し引いたも

に読んだ時の総産出額 と

用いてどのような経済分析

間消費，固定資本形成，

る。これらの国内生産物と

のが国内の各産業によっ

一致する訳である。

ができるのか，またその分

析の基礎とな

とえば，近年

あろうが，こ

うか。すなわ

産業の生産へ

産業連関表の

号であらわそ

る分析モデルはどのようなも

の大幅な財政赤字問題への対

の場合，建設土木をはじめと

ちこれは産業連関表を用いて

の波及効果の分析という問題

持つ情報は大変便利である。

う。

のかについて，その一端を

応として公共投資のいっそ

する国内の諸産業にどの程

，公共投資の減少という最

である。このような問題に

一般的に説明するために，

簡単に説明しておこう。た

うの削減が避けられないで

度の影響を及ぼすのであろ

終需要が変化した場合の各

具体的に答えるためには，

産業連関表を次のような記

付 加

国内

は第

１

１

２

価 値

生産額

部門が第 部門に販売した原材

２ 最終需要 輸

料や部品などの金額である

入 国内生産額

。上でも説明したように，

この表を横に

さて， を

数 は，第

すわけであ

需給均衡式を

読めば各産業の需給均衡式が

第 部門の国内産出額で除し

産業で１単位の生産物を生

る。また，第 財の国産品に

投入係数を用いて置き換える

成立する。すなわち，

たもの，つまり を

産するために必要な第 産業

対する輸入品の比を

と，

投入係数とよぶ。投入係

の生産物の大きさを表わ

とあらわそう。上の

と表せるから

となる。こ

，これを整理して

れは と に関する連立方程式だから，投入係数 と輸入比率 が所与のもと

（ ）



でこれを解けば

の連立方程式を

立命館経済

，最終需要 および の

解いて次のように表すことが

学（第 巻・第６号）

値に対応して と の値を

できる。

得ることが出来る。こ

ここでは，解い

ただし，

またこの式に

た式の係数を で表してい

または

， ，

おいて， および の代わ

る。行列で表示すると，

りにその変化分 および を用いれば，最終

需要の変化分に

いま，日本の

製造業，建設土木

年， 年

対する産出額の変化分

産業連関表（全国表）をもと

業），第３次産業（金融やサー

および 年について求める

と の値を得ることが出来

に，産業を第１次産業（農林水

ビス業など，その他の産業）に

と次のようになる。

る。

産），第２次産業（鉱業，

分類した場合の を，

また，各年の

産業連関表の公

公的資本形成（公共投資）が

的資本形成の列のデータから

合計で 減少したとした時

次のようになる。

， の産業別の内訳は

これらのデー

少額 は，

となり， 年

タから，公的資本形成（公共

年の生産額の減少合

投資）が合計 減少した場合

計はそれぞれ，－ ，－

の各産業の生産額の減

および－ となる。

これによると，

めとする第２次

こと，また公共

の変化はいうま

生産活動におい

えば 年につ

公共投資削減によってもっと

産業であるが次第にそれは縮

投資の経済全体への波及効果

でもなくこの間の経済サービ

て果たす役割がより大きくな

いては の公共投資が合計

も大きな影響を受けるのは一

小し，逆に第３次産業への影

は次第に小さくなっているこ

ス化の進展を反映しており，

っていることを示している。

の生産を誘発するわけで，

貫して建設土木をはじ

響が大きくなっている

となどがわかる。前者

第３次産業が各産業の

後者については，たと

この比２（＝ ）

（ ）



を公共投資の

資乗数と類似

いう波及過程

産業連関ディジタル・デ

生産誘発係数とよぶ。これは

した指標であるが，投資乗数

を問題にしているのに対して

ータの所蔵状況と利用方法（橋本・

投資需要の波及効果を表す

が付加価値レベルでの生産

，生産誘発係数は中間財の

山田）

という意味でケインズの投

増 所得増 消費需要増と

投入産出関係のネットワー

ク上の産業間

最終需要のた

たらし，消費

が考慮されて

に組み込むこ

すと考えられ

波及過程を問題にする点で両

とえば増加によって誘発され

需要を増加させ，最終需要の

いない。しかしながらこのよ

とは比較的簡単である
）
。また

るが，この面からの波及過程

者は全く別ものである。上

た生産水準の上昇そのもの

さらなる増加をもたらすと

うな乗数過程を産業連関の

生産増は企業利潤を大きく

を組み込むことも可能であ

で示した産業連関モデルは，

が，雇用・賃金の増加をも

いった波及効果を生むこと

波及モデルを拡張してこれ

し設備投資の増加をもたら

る。

本節では海

あるが，発祥

る。海外の

ある。総務省

公表している

３．日本及び海

外の産業連関表作成状況を概

の地の米国やいわゆる先進国

産業連関表作成状況について

編（ ）のアンケート調査

ことが分かっている。海外の

外での産業連関表作成状況

観する。産業連関表の有効

だけでなく産業連関表は世

調査したものに総務庁編（

の結果，回答 カ国の内 カ

産業連関表の作成状況は，

性は前項で述べたとおりで

界各地で作成公表されてい

）と総務省編（ ）が

国が産業連関表を作成・

表 ２に掲げた。

表 ２に紹

あげられるこ

答していない

表内では，

とについてい

まず，表よ

作成のために

介されている国は，総務省の

とになる。つまり，産業連関

国も存在しているということ

作成周期と作成概要，そして

くつか概観する。

り作成周期であるが概ね５年

多くの人員と多額の資金，膨

行ったアンケートに対して回

表を作成しているとしても

である。

刊行年月について列記して

周期で作成していることが

大な作業日数が必要である

答を行った場合に，取り

，総務省のアンケートに回

いる。この表からわかるこ

見て取れる。産業連関表は，

ことは周知の事実である。

このことから

ところで，

ベンチマーク

めに，ベンチ

ンチマーク表

産業連関表を作成することが

産業連関表はベンチマーク表

表は入念な調査を基に５年毎

マーク表に基づき，簡単な

にあたり，延長推計表は延長

４．立命館大学所蔵

如何に労力がかかるかが分

と延長表の２種類の表が作

に作成される。一方で，延

調査を基に毎年作成されてい

表にあたる。海外でもこの

の産業連関データとその利

かる。

成されている。日本では，

長表は速報性を追及するた

る。表 ２内の結果表はベ

傾向は同様である。

用方法

立命

本学に所蔵

と，テキスト

ることで容易

館大学学内での産業連関表所

されている産業連関表のデー

データ形式のデータがある。

に計算を行うことができる。

蔵状況

タ（産業連関データ）の中に

エクセル形式のデータであ

その点から，エクセル形式

は，エクセル形式のデータ

れば，組み込み関数を用い

のデータは利用が容易で，

（ ）



立命館経済学（第 巻・第６号）

（ ）

国 名

日 本

イ ン ド

イ ン ド ネ シ ア

表

作成

５年

５年

５年

イ ラ ン 不定

２

周期

期

海外の産業連関表作成状

作成概要 対

結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表

況

象年

延長推計表
結果表

次

延長推計表

刊行年

年３月

年３月

年３月
年７月
年

ヨ ル ダ ン

韓 国

ク ウ ェ ー ト

モ ン ゴ ル

不定

５年

３年

５年

パ キ ス タ ン

中 国

不定

５年

期

期

結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表

年

年４月
年４月
年８月

年８月

年９月

台 湾

ト ル コ

ベ ト ナ ム

ニュージーランド

２ ５

５ ６

５年

５年

エ ジ プ ト ５年

年

年

チ ェ コ

延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表

，

結果表
延長推計表 毎年
結果表

年 月
年１月
年２月
年

年， 年

年
年
年４月

毎年
年９月

デ ン マ ー ク

ド イ ツ

ギ リ シ ャ

ア イ ス ラ ン ド

１年

不定

１年

不定

ルクセンブルク ５年

期

期

延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表
結果表
延長推計表

年 月

年７月
年８月
年

年

ノ ル ウ ェ ー

ウ ク ラ イ ナ

エルサルバドル

アメリカ合衆国

１年

１年

２年

５年

ア ル ゼ ン チ ン

ブ ラ ジ ル

不定

１年

期

結果表
延長推計表

毎
毎

結果表
延長推計表 毎
結果表
延長推計表 毎
結果表
延長推計表

年
年

年

年

結果表
延長推計表
結果表
延長推計表

年６月
年６月
年５月
年５月
年３月

毎年
年
年
年６月

年

出所） 総務省編（ ）の第２表より抜粋。



産業連関ディジタル・データの所蔵状況と利用方法（橋本・山田）

テキスト形式

算処理を行う

行されてい

なテキストデ

表 ３の産

国際産業連関

総務省が作

のデータのままでは利用が難

ためにはさらなる作業を必

る。表 ３内の から は，テ

ータは以下のような形式のデ

業連関表の内， から と

表として区分され，日本と特

成している産業連関表は，毎

しいといえよう。また，テ

要とする。例えば，表 ３の

キストデータで公刊されて

ータを指す。

は日本国内を対象にしたデー

定の国との産業連関構造を

年５年毎に公表されている

キスト形式のデータは，計

のみはエクセル形式で発

いる。図 １に掲げたよう

タである。 から は，

表したデータとなっている。

。この三ヵ年分の産業連関

表を基に接続

分の表を比較

務省が作成し

から までは

してきた。

地域の表にお

産業連関表を作成している。

可能にしている点が特徴で

たものを財団法人経済産業

，経済産業省が作成し財団

地域産業連関表は，日本全国

いて，当該地域で生産を行い

接続産業連関表は最新の年

ある。表 ３内に掲げた 接続

調査会が電子媒体（

法人経済産業調査会が電子媒

を９つの地域に分割した表

他地域で消費された場合は

次に価格を統一し，三ヵ年

産業連関表はもともと総

）として発売している。

体（ ）として発売

である。この表では，ある

，移出として処理される。

（ ）

番号 名

接続産業連関表

地域内産業連関

地域間産業連関

称

表

昭
昭
昭
昭

表

地域内接続表

表 ３ 電子媒体保

対 象 年

和 年
和 年
和 年
和 平成２ ７年

年 ７年（隔年）

年 ７年（隔年）

存の産業連

詳

取引額

取引額

取引額

年 取引額

関表

細

基本表，付帯表 （財
経済

基本表 同上

基本表 同上

）経
統

発

済産業調
計情報セ

基本表 同上

行

査会：
ンター

日欧二国間国際
関表

日米国際産業連

日・米・ ・
国際産業連関表

産業別生産性と
長： 年

産

関

ア

業連

表

ジア

経済成

年
２年

年， 年

年， 年，

年， 年

年から 年（隔年

年

取引額

取引額

取引額

） 取引額

基本表 同上

基本表 同上

基本表，付帯表 同上

基本表 内閣
究所
府経済社会総合研

注） から には（財）経済産業調査会の前身の（財）通商産業調査会発行のものもある。

図

コード（列番号）

１ テ

コ

注） この図は罫線をつけているが，本来

キストデータ（数値例）

ード（行番号）

はデータに罫線はない。

データ



一方で表内の

されたかが明示

行い，比較可能

立命館経済

地域間産業連関表では，移出

されている。表内 の地域内

にしている表である。

学（第 巻・第６号）

としてではなく，どの地域の

接続表では，地域表の３ヵ年

産業でどのように消費

分について価格統一を

表内の日本を

の国際産業連

としている国は

り日本とアメリ

テキス

先に見たよう

対象とした産業連関表では，

関表は，対象となる国の産業

， では日本とイギリス，日

カ，そして では対象国が広

トデータからエクセル形式へ

にテキストデータにより提供

海外で消費された商品を輸出

でどのように消費されたかが

本とフランス，日本とドイツ

く日本とアメリカ， 諸国

の置換作業

される産業連関データは，テ

として扱うが， から

明示されている。対象

である。 は表題の通

，アジアとなっている。

キストデータのままで

は利用に際し，

らうためにも，

こで以下では産

工程を紹介する

以下ではまず

ルデータに置換

まず変換作業

は資料名を示し

困難性が伴うことは明らかで

処理が容易なエクセルデータ

業連関表をテキストデータか

。

対象となる産業連関表につい

する作業工程を示すこととす

の対象となる産業連関表は，

，次にどの年次のデータかを

ある。そこでより多くの学生

に修正する作業の必要がある

らエクセルデータに置き換え

て確認し，産業連関表のテキ

る。

表 ３に示した以下の から

明示している。さらに から

や研究者に利用しても

といえるであろう。そ

をおこなうための作業

ストデータからエクセ

になる。表内の名称

までの取引基本表と

部門別の就業者

門分類（例 大

産業連関表の

した各表から特

済産業調査会が

本節の目的で

搭載されている

数を示す雇用表が含まれてい

分類，中分類，小分類）が存在

テキストデータからエクセル

に のデータを取り上げるこ

電子媒体として販売している

あるテキストデータからエク

る。表内では記載していない

している。

データへの変換作業に際し

ととする。その中でも総務庁

『昭和 平成２ ７年接続産

セルデータへの変換は，表計

（ ）という機能を用い

が，表毎に３種類の部

て，今回は，表 ３に記

が 年に公表し，経

業連関表』を用いる。

算ソフト エクセル に

，独自の置換作業用の

プログラムを実

うプログラム言

業連関データを

トデータ読込み

グラムを実行す

の部門数への統

て説明する。

行することにより可能となる

語を動作させることのできる

読み込む作業について説明す

用プログラム，そして部門統

ることにより，産業連関表を

合が可能となる。つぎに第４

。 は，エクセル上で

アプリケーションである。ま

る。そのためにまず，

合用プログラムの説明をおこ

テキストデータからエクセル

節にて米国の産業連関データ

（ ）とい

ず，ここでは日本の産

の説明を行い，テキス

なう。この２つのプロ

データへの変換と任意

を作成する方法につい

の説明

は，プ

機能である。先

される。ただし

図 ３は，産

ログラム言語 を用いて演

に紹介した は，基本的

，数式は上の行から下の行へ

業連関データを読み込むため

算処理や各種処理を行うこと

に上の行から下の行へ，左か

かつ右辺から左辺へと実行さ

のプログラムである
）
。まず，

ができるエクセル上の

ら右へと命令文が実行

れる。

このプログラムについ

（ ）



産業連関ディジタル・データの所蔵状況と利用方法（橋本・山田）

て作成する前

エクセル

に，エクセル上で を用

上で の起動方法は以下

いた作業が可能な状態にする

の通りである。まず，エク

必要がある。

セルコマンドの「ツール

（ ）」 「マク

させる。つぎ

すると，「

下の手順が必

の「実行（

る。

テキストデ

ロ（ ）」 「

に， の

（コード）」が表

要である。さきほどの標準モ

）」 「 ユーザーフォー

ータ読み込み用プログラム

（ ）」をクリックし，

「挿入（ ）」 「標準モジュー

示される。さらに，プログラ

ジュールにプログラムを入

ムの実行 」をクリックす

を起動

ル（ ）」をクリックする。

ムを実行するためには以

力し，

るとプログラムが実行され

事前の準備

テキストデ

は，プログラ

述する。コー

込み用プロ

ードを入力

さらにエクセ

ータ読み込みのプログラムを

ムを実行する前に必要なコー

ド表は図 ２で表される。図

グラムでは用いている。図

する必要がある。このコード

ルに産業連関データを出力

実行するにあたりいくつか

ド表の作成である。コード

２内第１列と第３列のコー

２とさらに財団法人経済産業

表を記すエクセルシート名を

するためのシート名

の準備が必要である。それ

表をどのように使うかは後

ドをテキストデータ読み

調査会（ ）を参考にコ

としておく。

も用意し，このシートの

行 列は

ストデータ

連関表』の

最終行に

所はパソコ

回は ドライ

以下では，

すべて数値０を入力しておく

の名前は，

名目表が格納されている。こ

と入力し，元々データのあ

ン内外のどの場所でも良いが

ブ）に保存した場合を想定し

図 ３のプログラムを上から

。今回使用する産業連関デ

である。この表には『昭和

のテキストデータをノートパ

る から別の記憶媒体

，今回は， メモリーや

ている。

１行毎に説明をおこなう。

ータが格納されているテキ

平成２ ７年接続産業

ット（ ）で開き，

に保存しておく。保存場

フロッピー・ディスク（今

プログラム

っている。今

「 」とし

「（カンマ）」

い。であるか

図 ３内左

の始まりは必ず「 プロ

回は，テキストからエクセル

た。さらにプログラムの文章

以降に文を入力すると「（カ

ら「（カンマ）」以降がメモと

端にある縦に並ぶ数値は，説

グラム名」，終わりは「

への変換をおこなうための

と文章との間にメモを残すこ

ンマ）」以降の１行は，プログ

なる。

明のためにつけた数値であり

」と書き込む規則とな

ものなのでプログラム名を

とが有効な場合が多い。

ラムとしては認識されな

，実際のプログラムには

（ ）

コード（列番号） 統合

図 ２ コー

用コード（列番号）

ド

コ

表

ード（行番号） 統合用コード（行番号）



立命館経済学（第 巻・第６号）

書き込まれてはいない。以下では，説明を容易に進めるためにプログラムから書き出した文章及

び文は括弧でく

ドの読み込み」

行う。

配列宣言

まず， に

くることとする。以下では

「データの読み込み」 「コ

より使用する変数を定義す

，「配列宣言」 「読み込みフ

ードの対応」 「データの出

る。今回読み込む産業連関デ

ァイルの指定」 「コー

力」という順に説明を

ータは， 行 列の

（ ）

（ ）
総合小分類（ 部

（ ）

コードの読み込み

門）デー

（ ）

図 ３ 読み込み

タ読み込み 年名目

＃

プログラ

値

ム

（）

（ ）

データの読み込み

（

（

＃
（ （

） （ ）

） （ ）

））
（ （
（ （

コードの対応

（）

（ ）

））
））

データの出力
（ ） （ ＋ ＋ ）



大きさの表で

いう箱に

読み込みを希

産業連関ディジタル・デ

ある。プログラム３行目に

個の変数， という箱に 個

望するデータの個数が変わ

ータの所蔵状況と利用方法（橋本・

は「 （ ）」と「（ ）」と

の変数を格納可能と定義し

れば，この「 （ ）」や「（

山田）

あるが，この数値は， と

たという意味である。もし

）」という数値を変更す

ることにより

読み込みフ

プログラム

ドライブ（

ファイルを開

によりデータ

対応可能である。

ァイルの指定

５行目の「

メモリーやフロッピー・ディ

き，そして「 」という名前

の読み込みが可能となる。

スク等）にある「

とするという意味である。

」は，パソコン内の

」というテキスト

このファイルを開いたこと

コードの読

では

用いて，指定

る。８行目か

入する作業

み込みに使わ

み込み

同じ作業を繰り返したいとき

した回数だけ作業を繰り返し

ら 行目では右辺のエクセ

を行っている。「 」の

れる。

には，「 変数＝ 指定

て行うことができる。この

ルファイル「 」のセル

値は，下の作業において産業

した回数， 変数」を

作業はループと呼ばれてい

行２列の値を （）に代

連関テキストデータの読

データの読

行目にあ

行目の「

ータを切り取

データが格納

のしおり
）
」を

は産業連

み込み

る「 」はファ

＝ （ （ ））」

り，「変数 」に格納すると

されているかは，「昭和

参考にしていただきたい。

関表内の数値にあたる。

イル のテキストデータを

は，テキストデータの左から

いう意味である。何文字目

平成２ ７年接続産業連関表

ここで， は列番号で は

１行毎に読み込み，さらに

３文字目から４文字分デ

から何文字目にどのような

（全国表）磁気テープ等利用

行番号として用いている。

コードの対

最後の

に合致する

目で読み込ん

対応させてい

応

行目から 行目までは，条件

ならば，「 」以降の命令を

だコード（（）及び （ ））を

る。後の作業を容易にするた

分岐と呼ばれる作業をしてい

行うことができる。この作業

，完成予定の産業連関表の列

めである。

る。「 」以降に続く条件

により，８行目から 行

数（ ）と行数（ ）に

データの出

行目では

部門統合用

図 ４のプ

析目的に応じ

力

読み込んだデータ をエ

プログラム

ログラムを用いてテキストか

て，関心のある部門は細かく

クセルファイル へ出力

らエクセルデータに読み込ん

，そうでない部門を統合す

を行っている。

だ産業連関データは，分

る必要がある場合がある。

（ ）
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そこで，以下で

ードは，図 ２

さらに，先に読

配列宣言

最初に変数を

と列コードと行

は図 ４に記した部門統合を

のコード表内の第２列と第４

み込んだデータのシート名を

定義する。個々で定義する変

コードの３種類である。変数

行うためのプログラムを紹介

列のように統合後の部門番号

年 部門 に変えている

数は産業連関表の取引基本表

は × 個の変数を格納

する。今回使用するコ

が割り振られている。

。

にあたる「 （ ）」

可能であるという意味

である。

コードの読み

テキストデー

込み

タ読み込み用プログラムで説明したので割愛する。

（ ）

（ ）

（ ）
（ ）

統合データの読み

（）

込み

（

図 ４ 部門統合

（ ）

用プログラ

） （ ）

ム

（ ） （

統合ルーチン

（（） （ ）） （（）

） （ ）

（ ））＋ （ 年 部門 ） （＋ ＋ ）

統合された産業連関表の出

（ ）

力

（＋ ＋ ） （ ）



統合ルーチ

行目から

ファイル 年

産業連関ディジタル・デ

ン

行目は，繰り返し同じ作業

部門のデータ（ 行

ータの所蔵状況と利用方法（橋本・

を行うためにループを用い

列）を読み込み， 行 列の産

山田）

ている。ここではエクセル

業連関表に統合している。

行目の部

行番号 と列

出力

最後に 行

クセルファイ

以上により

分はその計算式であり， と

番号 の値 を足し合わせて

目から 行目で と のルー

ル に出力している

，産業連関データが格納され

についてループを行ったうえ

いくよう機能している。

プを用いて， 行目から 行

。

たテキストデータをエクセ

で，右辺のデータを同じ

目で計算した変数 をエ

ルに出力し，任意の部門に

統合すること

明する。

米国

そもそも産

フローの部分

現した経済勘

この の

ができることが可能になった

産業連関表を作成するための

業連関表は，生産活動と消費

に特化した表であるともいえ

定に

一部を構成している。

。次に，米国の産業連関表

作業

活動を表現した表である。

る。このフローと新たにス

（ ，国民経済計算

を作成する手順について説

その点でいえば経済活動の

トックを加えた経済体系を

）がある。産業連関表は，

体系

産活動・消費

記号の定義

のフローを模したものを表

活動をおこなう主体である産

は以下の通りである。

第 商品１貨幣単位の生産に

第 商品の第 産業への中間

第 産業で生産された第 商

第 商品の産出量（列ベクトル

４に掲げている。この表と産

業と対象となる商品を明確

投入される第 中間投入量と

投入の量。ただし，スクラッ

品の量（正方行列）。

）。

業連関表との違いは，生

に識別している点である。

粗付加価値量（行列）。

プ・屑を除く（行列）。

表 ４の

は，第 商品

併せもつ表が

り直した商品

第 産業の産出量（列ベクトル

第 産業における付加価値（

第 産業における最終需要（

は，第 産業がどの

がどの産業で生産活動のた

である。表 ５は，表 ４

×商品の産業連関表である。

）。

列ベクトル）。

列ベクトル）。

ような商品を生産しているか

めに消費されたかを示してい

の と商品別産出額 ，そ

ここでいう商品×商品の産

を表している。

る。この と の役割を

して最終需要 を用いて作

業連関表であるとは，経済

主体も商品毎

公開されてい

ところで，

の産業連関

表とは国内

したかが表記

かつ経済対象も商品毎に編

るものと同じ編成である。

米国の産業連関表は，商品×

データは， 表（

産業の粗産出構成を記したも

されている。また， 表は

成した表を意味する。表 ５の

商品の産業連関表は公開し

）と 表（ ）を公開

ので表 ４の にあたる。当

商品がどの産業で消費された

産業連関表は，日本では

ていない。そのかわり米国

している。ここでいう

該産業がどの商品を生産

かが記されており，表 ４

（ ）
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の と を加

商品×商品の

えたものである。

米国産業連関表を作成する場合には，一旦， 表と 表をテキストデータから

エクセルデータ

要がある。この

付加価値部分も含

に事前に用意さ

に掲載されてい

説明する。 表

介は， のプ

へと変換した後に， 表と

表とは，商品×商品の産

む）である。表 ５と表 ４

れているデータは， と

る。つぎに 表と 表を用

と 表のテキストデータか

ログラムを小幅に変更するこ

表を用いて計算を行い，そ

業連関表の中間投入と中間需

では にあたる。 と商品別

， と そして と である

い商品×商品の米国産業連関

らエクセルデータへの変換の

とで可能なので割愛する。

して 表を作成する必

要にあたる部分（商品別

付加価値を作成する前

。これらは 表・ 表

表を組み立てる方法を

ためのプログラムの紹

まず，米国産

で米国商務省
）
に

ているが，ここ

商品×商品の

表と 表

算を行う必要が

業連関表の電子データを用意

より無料で公開されている
）
。

では 年ベンチマーク表を

産業連関表の作成

から投入係数表 と商品別付

ある
）
。

する必要がある。この電子デ

商務省は，様々な年度や種類

用いることにしたい。

加価値を作成するためには，

ータは，テキスト形式

の産業連関表を公表し

以下の 式に基づき計

本節で計算を

となる
）
。ただし

た，第 産業の

ハットマークは

行う は，

，新たな記号 は対角

スクラップ・屑 第 産業の

対角行列を表す。

要素にスクラップ・屑率をも

産出量（行列），ただし，

つ対角行列である。ま

， である。

（ ）

１．商品，生産者価額

２．産業

３．その他すべての勘

４．合計

定

１．商
価

出所） 倉林・作間（ ）を参考に筆者

表 ４ の投

品，生産者
額 ２．

入・産出

産業

作成。

構造

３．その他すべて
の勘定 ４．合計

１．商品，生産者価額

３．その他すべての勘

４．合計

定

１．

商

出所） 倉林・作間（ ）を参考に筆者

表 ５ 商品×商品

商品，生産者価額

品別付加価値

作成。

の産業連

２．

関表

産業 ３．その他すべての勘定



産業連関ディジタル・データの所蔵状況と利用方法（橋本・山田）

（ ）

（ ）
表作成 年用

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

図

（ ）
（ ）

（ ）

５ 商品×商品の産業連関表作成プログラム

データの読み込み

（ ）

（ ）

（

（

） （ ＋ ＋

） （ ＋

）

）
（ ）

（ ）

（ ）

（
（

（

） （
） （ ＋ ）

） （ ＋

＋ ）

＋ ）

割り算

（ ） （ ）

割り算

（ ）

（ ） （ ）

割り算

（ ） （ ）

（ ）

（ ）

ベクトルの内積



立命館経済学（第 巻・第６号）

商品×商品の

事前の準備

を計算する

ストからエクセ

別スクラップ・

表にある産業

産業連関表作成プログラム

ためのプログラムは，図 ５

ルへと変換した際に 表の

屑の数値を除いた 表の数

別スクラップ・屑の数値と

の通りである。プログラム名

数値を読み込んだシート名を

値を読み込んだシート名を

産業別生産額を用いて作った

は とした。テキ

，そして産業

とする。また，

スクラップ率を入力し

たシート名を

「配列宣言」，「

で説明を行う。

配列宣言

今回の計算は

のプログラムに

とする。最後に出力先

データの読み込み」，「割り算

式の展開に基づく。その

おいてこの変数は上記の記

のシート名を × 産業連関

」，「ベクトルの内積」，「掛け

計算のために必要な変数は

号説明と同義である。しかし

とする。以下では

算」，「出力」という順

と である。図 ５内

， は最終的には中間

投入率・粗付加

と は

わりとして定義

データの読み

列目から

価値率ではなく，中間投入

，それぞれ産業別産出額と商

している。

込み

列目に掛けては，事前に読み

額と粗付加価値額という意味

品別産出額として使うことと

込んだ 表と 表から読み

で用いている。また，

する。 は の代

込みを行っている。

（ ）

（ ） （ ）＋（ ）

掛け算

＊ （ ）

（ ） （ ）＊

出力

（ × 産

（ ）

業連関 ） （ ＋ ＋ ） （ ）



割り算

行目か

は

産業連関ディジタル・デ

ら 行目の作業は，変数 と

にあたる。

ータの所蔵状況と利用方法（橋本・

， を作成するためのも

山田）

のである。変数 は で

ベクトルの

行列 と

掛け算

最後に行列

内積

行列 の内積を計算している

に商品別産出額を掛ける

。

ことにより，中間投入額と粗付加価値額が算出できる。

出力

エクセルフ

以上の作業

表は表 ６と

産業を

業，製造業，

る。また，日

ァイル × 産業連関 へ

により米国の産業連関表を作

表 ７に掲げている。

の日本の産業連関表の産業分

建設土木業），第３次産業（金融

本にはない屑・スクラップ

出力を行っている。

成することができる。こう

類と同様に，第１次産業（

やサービス産業など，その他の

は，特掲部門として計上して

して作成した米国産業連関

農林水産），第２次産業（鉱

産業）の３つに分割してい

いる。 では日本の産業

連関表を用

年と

まず，行列

また，各年

いて最終需要（公共投資）が

年の米国の産業連関表を用い

であるが， 年と

，

の公的資本形成（公共投資）

変化した際の生産額への影響

て同様の計算を行う。

年について計算を行った。そ

が合計で 単位減少した場合

を計算した。ここでは，

れは以下のようになる。

に，最終需要変化分の産

業別内訳は，

これらのデ

の減少分

実際の産業連関データから次

，

ータから，公的資本形成（公

は，

，

のようになる。

共投資）が合計 単位減少した場合の各産業の生産額

となる。これ

結果，公共投

わかる。一方

大しているこ

が読み取れる

によれば 年と 年の生

資削減によりもっとも影響を

で， 年から 年にかけて第

とがわかる。やはり，日本と

。以上は， でみた日本と

産額減少分の合計はそれぞ

受けるのは，建設土木を含

２次産業の数値は低下し，

同様に米国でも経済のサー

同様の傾向といえる。

れ，－ ，－ となった。

む第２次産業であることが

逆に第３次産業の影響が増

ビス化が進展していること

（ ）
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（
）

位単 ）ルド万

出支総内国入輸

位単 ）ルド万

出支総内国入輸

成形本資間民成形 出輸本資的

成形本資間民成形 出輸本資的

表関連業産 ，国米 ）年

増純庫在費消間民 公

表関連業産 ，国米 ）年

増純庫在費消間民 公

表 ６

費消府政次３第次２

表 ７

費消府政次３第次２

次

第次１第

次

次

門部

３

２

１

値価

額産

設

加

次

生

第次１第

次

次

門部

３

２

１

値価

額産

国

付粗

特

第

第

第

設

生

加

内国

付粗

特

第

第

第

内



公的資本形

度を日本と比

産業連関ディジタル・デ

成の変化から第３次産業の生

較すると，米国の方がより進

ータの所蔵状況と利用方法（橋本・

産額変化をみることでわか

展していることといえる（米

山田）

る経済のサービス化の進展

国－ ，日本－ ）。

） 概略

を求

と，生

業別構

うため

わち，

ベクト

を説明すると，まずマクロ消費

める。各部門の産出額あたりの雇

産増 によって誘発される消

成比 ，ただし は第

各部門への波及的需要は，

ル。したがって，

注

関数 （ は可処分所

用者所得を （ は第

費需要の増分の合計は

財への消費需要額， は消費需要

となる。これが需給均衡

。ただし， は からなる列ベ

となる。

得）を推定して限界消費性向

産業の雇用者所得）とする

であり，これが消費需要の産

総額 にそって各産業に向か

式に付加されるわけだ。すな

クトル， は からなる行

） 今回

藤川

） 電子

）

）

） より

） 式

紹介する図 ３のテキストデー

（ ）を全面的に参考にした。

データ『昭和 平成２ ７年接

詳しい式の展開や理論的な意味

の導出については，先に紹介

タ読み込み用プログラムと図 ４

続産業連関表（全国表）』に添付

については，さしあたり倉林・作

した電子データの 年ベンチ

の部門統合用プログラムは，

されている。

間（ ）を参考のこと。

マーク表に添付されている

を参考にし

ていた

倉林義正・

財団法人経

り』。

総務庁統計

総務省統計

藤川清史

だきたい。
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